
トヨ
タでは

今…
…

「国際競争に勝てば幸せに」
なれるのか？

働
く
ル
ー
ル
の
確
立
を ■トヨタ総行動実行委員会

賃金、労働時間、
福利厚生、働き方の

改悪が…

フ
ラ
ン
ス
に
は
解
雇
規
制
法
が
あ
り
、
日
産
で
大
な
た

を
振
る
っ
た
カ
ル
ロ
ス
・
ゴ
ー
ン
氏
も
、
本
国
の
ル
ノ
ー

社
で
は
リ
ス
ト
ラ
が
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。

日
本
に
は
解
雇
規
制
法
が
な
く
、
身
勝
手
な
リ
ス
ト
ラ

「
合
理
化
」
が
後
を
絶
ち
ま
せ
ん
。
完
全
失
業
者
は
三
〇

〇
万
人
を
超
え
、
四
〜
五
〇
代
の
熟
年
を
中
心
に
、
自
殺

者
が
二
年
続
け
て
三
万
人
を
超
え
て
い
ま
す
。
職
に
つ
け

な
い
青
年
も
多
く
、
先
が
見
え
な
い
社
会
に
凶
悪
犯
罪
も

増
え
て
い
ま
す
。
「
人
間
の
顔
を
し
た
市
場
経
済
」
は
こ

ん
な
非
人
間
的
実
態
を
作
り
出
し
て
い
る
の
で
す
。

今
こ
そ
「
ル
ー
ル
な
き
資
本
主
義
」
の
日
本
に
、
サ
ー

ビ
ス
残
業
根
絶
、
労
働
時
間
短
縮
、
解
雇
規
制
法
な
ど
、

人
間
ら
し
く
「
働
く
ル
ー
ル
」
を
作
り
、
雇
用
と
暮
ら
し

を
守
ろ
う
で
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。
労
働
者
・
住
民
と
共
存

・
共
栄
で
き
る
企
業
こ
そ
、
本
物
の
「
優
良
企
業
」
と
い

え
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

●愛知県労働組合総連合 �０５２－８７１－５４３３
●愛労連西三河ブロック協議会 �０５６６－８２－５０２０
●国民大運動西三河実行委員会 �０５６６－８３－１１２９

雇用のカンバン方式
はイヤ�
日本の大企業は自民・連立政権と一緒に
なって労基法や労働者派遣法を改悪し、リ
ストラ「合理化」やりたい放題。多数の失
業者と、パート・派遣など低賃金・無権利
の労働者を作り出しています。企業が労働
者を「必要な時期に必要なだけ雇用する」
＝雇用の「カンバン方式」がひろがってい
ます。正規労働者の雇用不安や、出向・転
籍を断りにくい気持ちの背景には、いつで
も正規労働者と取って代われる大量の労働
者予備軍がいるのです。

定年
まで 安心して働きたい

安心して働きたいという労働者の思いは切
実です。国際競争で勝っても労働者や国民
が犠牲になるだけなら、それは不幸です。
こんな政治や社会でいいのでしょうか。

ト
ヨ
タ
自
動
車
は
「
世
界
を
代
表
す
る
企
業
に
」
「
国
際
競
争
に

勝
つ
こ
と
が
働
く
者
の
幸
せ
に
」
と
、
年
功
賃
金
を
破
壊
し
能
力
主

義
を
導
入
し
て
賃
金
を
抑
え
て
い
ま
す
。
ま
た
期
間
工
や
派
遣
な
ど

低
賃
金
で
無
権
利
な
労
働
者
を
増
や
し
、
正
規
社
員
を
減
ら
し
て
い

ま
す
。
こ
れ
で
は
国
際
競
争
に
勝
っ
て
も
労
働
者
は
悲
惨
で
す
。

ト
ヨ
タ
は
連
結
決
算
で
八
千
億
円
近
い
経
常
利
益
を
上
げ
て
い
る

「
一
人
勝
ち
」
の
優
良
企
業
で
す
。
そ
の
労
働
条
件
は
国
際
社
会
も

注
目
し
て
い
る
と
い
う
自
覚
が
ほ
し
い
も
の
で
す
。

労
働
者
は
悲
惨

トヨタの「構造改革」＝総額人件費
を引下げて、大もうけを確保すること

ル
ー
ル
な
き
資
本
主
義
は

く
ら
し
も
地
域
も
ダ
メ
に
す
る



260万人の�
雇用�

90万人の�
雇用�

サービス残業を�
ゼロにしたら�

残業をすべて�
ゼロにしたら�

はたらく�
ルール�

確立のために�

わが国の大企業はリストラ「合理化」でバブル期なみ

の利益を上げ、トヨタの５兆円超をはじめ、主要４２７社

の内部留保が初めて１００兆円の大台に乗りました。

一方、労働者は「雇用、収入減、老後」の３大不安に

苦しんでいます。全労連も連合も強調している「働くル

ールの確立」が急がれます。

●トヨタ総行動実行委員会

�つの共同

賃金や一時金のカット、成績給導入など、賃下げ攻撃がひろがって
います。これにストップをかけ、賃上げを実現するためには、パート
や臨時など不安定雇用労働者の賃金底上げ、最低賃金の大幅なアップ
が重要です。愛知の地域最賃（時給６７７円）は低すぎます。
愛労連は「誰でもどこでも月１５，０００円の賃金底上げ」、「パート＝
時給１００円の引上げ」「最低賃金は時給１，０００円に」のスローガンを
掲げて頑張っています。

日本には法律によるリストラ規制がありません。最高裁の判決で確
定している「整理解雇の４要件」の法制化を含め、すべての労働団体
が要求している「解雇規制、労働者保護法」をつくって、「人間らし
く働くルール」を確立することが求められます。

大企業のリストラや中小企業の倒産などで、いま
失業者は３００万人台！ 「サービス残業をなくせば
９０万人、手当が出ている残業も含めてやめれば２６０
万人の雇用が増やせる」－財界系のシンクタンク
・社会生産性本部の試算です。
ヨーロッパのように労働時間短縮、ワークシェ
アリング（仕事の分かちあい）で失業者を救済する
時です。

すすめましょう

やめさせよう
押しつけ・不払い残業
９０万人の雇用ふやせる！

賃金の底上げ
パート・臨時の時給も引上げよう！

リストラ・首切り、もうごめん
「解雇規制法」の制定を！

�愛知県労働組合総連合 ０５２－８７１－５４３３
�同・西三河ブロック協議会 ０５６６－８２－５０２０
�国民大運動西三河実行委員会 ０５６６－８３－１１２９

政治の転換を！

春闘のもう一
つの課題は政

治の革新。い
ま国民の怒り

が噴出して
いる「中小

企業経営者
福祉事業団

（＝

KSD）疑惑
」は、長期の

不況に苦し
む中小企業

がなけ

なしの資金を
やりくりして

出した掛金が
、自民党の選

挙

資金や政界工
作に大量に流

れていた事件
で、全く悪質

で

す。機密費流
用もあきれて

ものが言えま
せん。

こんな自民党
と「オール与

党」体制を組
んでいる愛知

県や名古屋市
の民主党など

も反省してほ
しいものです

。

KSD汚職
機密費流用

���
怒っ���

自民党とオール
与党

なれあいの


	１面
	２面

